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在中日系企業従業員の意識と行動様式
王　　　　　薇*
はじめに
　現在日系企業の対中投資が，第３次ブームにあるといわれる1）。すなわち，中国のWTO加
盟に入った2000年ごろから現在に至るまでである。第３次ブームでは，過去２回のブームと異
なる点としては，従来の生産拠点に加えて，中国市場参入のための販売拠点，優秀な人材の活
用によるR&D拠点の設置などを目的とした投資が増加していることをあげられる2）。
　日本企業のグローバル化は，企業活動の場に異文化コミュニケーション問題を突きつけると
ころとなった。また，海外に進出した日本企業は①本社の戦略と方針などを現地人に書面で明
示せず，出向日本人派遣者の対人コミュニケーションに依存したこと，②日本型経営は言語以
外のアナログ・コミュニケーション（暗黙の了解，以心伝心など）に依存しており，現地人に
はうまく伝わらないことなどのために，日本型経営が彼らには不透明となり，日本型経営問題
は異文化コミュニケーション問題に変わったのである3）。
　また，日本企業の多様なレベルでの国際化が進み，対外直接投資が世界各地に拡大してすで
に久しい。それに伴い日本的経営の海外移転・適応，異文化間職務訓練，異文化マネジメント
といった諸問題が浮上してきた。そしてこれらの背景には異文化間ビジネスコミュニケーショ
ンの良否の問題が共通基盤として存在している4）。
　従来，中国は難しい国として，中国での事業の困難性ばかりが強調されてきた。その結果は，
多くの日本人派遣者は重要なポストに就き，中国人に仕事を任せなかった。このことが，今日，
中国での企業間競争激化の中で，多くの企業が業績停滞する大きいな原因となっていると考え
られる。日本企業は今，発想を転換し，中国のよい文化，中国人のよい価値観を認識し，これ
との積極的融合を図り，従来の生産技術者育成から一歩進んで，製品企画，開発，営業，販売
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面での中国人従業員の活力発揮を一段と進めねばならないと思われる5）。
　本稿は日系企業における中国人従業員の意識と行動様式の実態，日本人派遣者と中国人従業
員間の意識ギャップを異文化的要因に基づいて解明することを目的とする。
Ⅰ　中国人従業員の職業意識
　今，中国で日米企業を巻き込んだグローバルな人材競争が繰り広げられている。その中，中
国の成長の担い手となっている若年層大卒ホワイトカラーに面して，日系企業は人材危機に直
面する恐れが強い。管理職への積極的な登用を含む中国現地化の推進など，日系企業は人材戦
略の転換が急務である6）。
　中国人従業員の職業観を触れると，まずは，中国で台頭する「新中間層」の価値観を上げよ
う。
一　台頭する「新中間層」の価値観
　中国は，WTO加盟に続き，2008年の北京オリンピックと2010年上海万博開催を控え，沿海
都市部はかつて日本が経験した高度成長期に突入している。上海を囲む長江デルタ都市圏，広
州を囲む珠江デルタ都市圏，北京を囲む環渤海都市圏は，所得向上に伴い，人々の職業と生活
意識には革命的な変化が起き，能力実績思考が浸透し，高品質なライフスタイルを追及する意
識が広がっている。
　中国社会科学院は，2001年に初の全国レベル調査に基づき，経営管理者，私営企業家，個人
経営者，商業サービス業従業員などの中間層が急速に拡大した実態を明らかにした（中国社会
科学院『当代中国社会階層研究報告』社会科学文献出版社2002年）7）。
　中国の中間層の特徴のひとつは，年齢構造の若年化である。改革開放後に大学教育を受けた
若年層は，比較的競争優位を持ち，良い就職チャンスとそれに伴う高所得を得ている。2001年
国家統計局が発表した都市社会経済調査結果によれば，25－35歳の若年中間層を新中間層を呼
ぼう8）。
　新中間層は，思想・意識もより開放的であり，今後の中国の社会発展の牽引役として注目
すべきである。中国人の伝統的な価値観として，血縁・地縁重視といわれるが，新中間層は仲
間や友人，インターネットなどのサブカルチャーからより強く影響を受けており，新しい情報
に常にアンテナを張り，最新のテクノロジーを身につけることを目指している。彼らは，中産
階級としての所得や高品質の生活を追求し，ポスト工業社会に見られるような意識変化まで示
す9）。
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二　能力実績志向強める新中間層
　（株）日経リサーチは沿海地域から内陸にかけての雁行型発展のトップランナーである上海を
調査エリアとして，2002年９月に，20－45歳で年収２万元以上の中間層を対象としたアンケー
ト調査を実施した。この調査は，面接して調査票に記入する形をとり，耐久消費財の普及状況，
お気に入りのブランド，生活意識，メデァイ接触，今後の消費動向から職業意識まで幅広い内
容に，800人から回答を得た。結果としては，20代（５割以上）と30代（５割近く）の大多数は，
明確な能力実績思考を示した（表１を参照）10）。
表１　年齢別にみる好む評価基準
能力実績
全体 42.8％
20－25歳未満 52.2　
25－30歳未満 51.7　
30－35歳未満 47.2　
35－40歳未満 44.5　
40－45歳未満 25.1　
出所：徐向東「人材戦略構築を迫られる在中国日系企業」『「グロバル経営」
　　　日本在外企業協会，2003年2月，15頁。
　表１によると，現在の中国では，90年代の経済中心主義の時代に大学生活送った若年層が，
個人主義や欧米志向の色彩が強い11）ことを分かる。仕事や職業意識において，能力実績志向
が強く浸透しているのである12）。
　また，中国では，上昇志向の強い者（主に20代後半の大卒者）の４割以上は転職を考えてお
り，中間層全体の２割よりも高い転職志向を示した。上昇志向の強い者は，これからの企業の
成長を牽引していく最も大切な人材であるが，同時に，彼らは，転職意識のもっとも強い層
でもあり，彼らは転職を自分のキャリア・パスを形成する重要な手段として考えているのであ
る。
　また，転職目的に関する調査結果を見ると，給与や昇進への不満が転職の誘因になっている
者は，20代から30代前半の新中間層の４－５割を占めている。さらに，上昇志向の強い者は，
転職を新技術やスキルを習得するチャンスとして積極的に捉えているのである14）。
　また，同調査によれば，調査対象全体の２割が転職を考えており，希望転職先としては欧米
企業のほうが圧倒的に人気があった。日系企業は，希望転職先ランキングの中では，欧米企業
はもちろんのこと，自由職業，役所，国有企業と私営企業をも下回り，６番目に位置しており，
上海の新中間層にとって，日系企業の魅力は大きく低下していることが分かった（表２を参
照）15）。
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表２　憧れの転職先
欧米企業 自由職業 政府機関 国有企業 私営企業 日系企業
香港屋台
湾でどの
外資企業
個人経営 その他
45.5％ 20.6％ 17.6％ 14.5％ 11.5％ 10.9％ 10.9％ 8.5％ 4.8％
出所： 徐向東「人材戦略構築を迫られる在中国日系企業」『「グロバル経営」日本在外企業協会，2003年2月，
15頁。
三　多様化する中国人の就職観
　改革直前の1978年には，中国都市部住民の約９割は，国によって仕事配置がなされていたが，
市場経済化の進展や労働制度改革の推進に伴って，都市部の住民の就職観も大きく変わってき
た。中国社会調査事務所の調査によると，1990年代に入ってから都市部住民の就職観はますま
す多様化している。具体的に，以下のである18）。
１．転職の増加。
　調査によると，1990年代以降，職場を変えなかった者は調査対象の52.3％，企業内でも仕事
の種類を変えなかったのは同32.6％にとどまっている。現在の仕事に対して不満を感じたもの
は56.7％に達し，転職したいと思う者は31.2％を占めている。調査対象の15.7％は，勤め先の
業種や仕事の種類まで変えたいと表明している。所得層別に見ると，高収入層と低収入層の転
職率は中収入層のそれより高い。
　職探しの方法としては，国による配置・斡旋は依然として最も高い比率（38.7％）を占めて
おり，その次に自己努力（29.8％），親類・友人の紹介（22.3％），広告利用（6.7％）の順とな
っている 。
２．収入は職業選択の決定要因。
　調査によると，55.4％の住民は高収入を職業選択の最重要の基準としている。その次に，安
定性（18.7％），達成感（7.1％）の順となっている。そのほか，「福祉が良い」や「昇進の可能
性がある」なども，職業選択の基準となっている。
　就職先の所有制からみれば，国有企業はもはや優先的に選択する対象ではなくなった。国有
企業に取って代わって，首位の座を獲得したのは外資企業（42.3％）である。私営企業に就職
しても良いと思う人が増えているものの，依然として末位（21.6％）にとどまっている17）。
３．兼職者が多い。
　調査対象の47.8％は，近年，不定期的に兼職したことがあると答えている。26.4％は，現在
も兼職中。兼職収入は平均で全収入の３分の１前後を占めている。調査対象の32.5％は，兼職
を評価している。３分の１は本業に影響をもたらすとして，兼職に賛成しないと表明している。
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４．「一家庭二制度」の流行。
　調査対象の26.3％は「一家庭二制度」を実行している。つまり家族成員のうち，商売などを
して金儲けをする成員がいる一方，他の成員は政府機関，団体または国有企業に籍をおいて，
住宅・医療など福祉を享受している。調査対象の67.2％は，このような「一家庭二制度」のタ
イプを評価している19）。
四　中国人従業員の特徴
　価値観の相違とは，中国人と日本人の根本的な国民性の違いから政治経済体制の違いや育っ
た環境の違いからくるものであるが，以下では中国人従業員の特徴を検討する。
１．個人主義
　日本人が集団主義であるのに対して，中国人の特徴としてまず挙げられるのが強い個人主義
である。一般的に，西欧人により，中国人は「集団主義文化の国には，日本と中国を含む」と
いうごとくに，中国人は日本人と同じ集団的価値観圏に属すると見られている。これには，か
つての中国の社会主義と文革のイメージが反映されていよう20）。古田秋太郎氏による中国人の
文化，価値観調査（2000年８月のアンケート集計）によると，中国人が個人主義的傾向を読み
取れる。これはアンケートから見れば，実際には中国人は日本人より遥かに個人主義的価値観
にあり，それはむしろ，西欧人に近いものがある21）。しかし，中国人には，個人主義の価値観
が強いといえども，アンケートの結果見れば，「全員で協力し合う」という価値観も重視され
ていることがわかる22）。このアンケートのテーマは，「中国人の中にある，現在よい文化と思
われるものを，次のうちから５つ選んでください」といものであったが，結果としては，第一
位が「自己向上心」（62人），第二位が「自己責任主義」（61人），第三位が「実事求是」（55人）23），
第四位が「社会への貢献心」（48人），第五位が「勤勉性」（37人）を示した24）。以上のことを
見れば，中国人が，個人主義だけ走るわけではないことを理解される。
２．上昇志向
　中国人従業員は，自分が出した成果が短期間のうちに処遇に反映されることを期待する傾向
にある。上昇志向の強い中国人の挑戦意欲も強い。彼らは現在の職場における自分の目標があ
いまいになると，転職を考え始める人が多いという特徴を持っている。
　日系企業は「日本的経営」である終身雇用制の給料体系であるため，年功序列と昇格のチャ
ンスがあるのである。一方，欧米系はマネージャークラスは採用時からマネージャー，平社員
は一生平社員という階級性である。強い上昇志向をもつ中国人においては，年功序列よりも能
力・実力主義が適していることは言うまでもない。日本流を押し付けるのは極めて危険なこと
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である。上昇志向の高い中国人は特に多いので，他社との比較を基にした給与・待遇改善要求
は年々強まるであろう。会社から会社を渡り歩き転職を機に給料を引き上げていくジョブ・ホ
ッピングも常識化しつつある。長年「日本的経営」に馴染んでいた現地日本人派遣者が海外で
悩むのはこの点にある。
３．中国人幹部従業員上昇意識の形成
　中国人幹部従業員は中国人ホワイトカラーともいえる。これらの人が大抵，高学歴を持ち，
優秀なエリート層に属すると考えられる。
　これらの幹部従業員の上昇意識の形成原因について，李渝華氏によると，以下のことをあげ
られる。
　①　 高学歴人口率の低い中国において，計画経済時代でも市場経済が導入されてからの現在
も学歴競争が激しい。中国に諸々の格差が存在していることや，学歴と仕事が結合して
いることなどを勘案した上で，親たちが選択する行動─子供に良い暮らしをさせるた
めに，高い学費を負担しても，大学教育を受けさせ，好条件の就職のチャンスを確保し
ようとすることは，経済合理性をもった行動となるのである25）。
　②　 激しい学歴競争は大学卒業者の職業観に大きな影響を及ぼしている。計画経済時代の大
学卒業者のエリート意識は現在も歴史的な影響を与えている。幾度の厳しい選抜試験を
経て入学してきた大学生たちは，すでに競争の原理に馴染んでいる。その上，現在の中
国の大学は大学での起業の風潮が見られるように，市場経済の波に飲み込まれている状
態である。このような教育環境で教育を受けた卒業者の行動様式は，市場競争に勝ち残
ろうとする経済人モデルの様式と近づいていくことになるのである 。
　③　 中国における経済発展の不均等性や特殊な戸籍制度によって作り出された都市─農村
間格差ならびに大都市─地方都市間の格差は，学歴競争を激化させた。そもそも中国
の戸籍制度は，治安維持，都市の人口計画のために作られた制度であったにもかかわら
ず，学歴が職業や戸籍取得のバイアスとなることで，結果的に学歴と仕事の結合，学歴
競争の激化に資することにもなった 。
　上述のように，厳しい競争に馴染んでいる大学卒業者は，能力主義を好む傾向がある。彼ら
は年功序列の報酬体系よりは，個人の能力と成果で評価される制度のほうを選考する28）。これ
は「なぜ彼らが日本企業から欧米企業へ転職するのか」の大きな理由である。彼らの転職理由
は，ただ単に給料の高いところに移りたいという理由ではない。
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Ⅱ　日中文化と日中企業文化の比較
　日系企業の強みは品質の高さとブランド力がある。近年，中国市場における日本製品に対す
る日本製品が下がっているが，高級志向の金持層には根強い人気がある。この日本ブランドの
強みをいかに生かすかが今後日系企業の中国ビジネスを拡大ポイントの一つである。しかし，
日系企業の強みを生かすためには，現地の文化への理解が不可欠である。
一．日中文化の比較
　「一衣帯水」といわれる日中両国の文化交流の歴史は長く，共通点が多いと思われる。例えば，
漢字文化，お箸を使うこと，儒教や仏教に強く影響されていること（中国の漢民族に限れば）
同じ農耕民族などの共通点が挙げられる29）。
　他方，相違点もかなりある。たとえば，同じ漢字文化といっても，中国の場合はオール漢字
である。ともに儒教に影響されているが，中国では，先輩後輩の意識が極めて薄い。日本の場
合，集団性，チームワークを重視するのに対して，中国の場合，どちらかというと，個人プレ
イ，個性を重視する傾向が強い。中国は社会主義国家になってから，常に政治運動に翻弄され
てきた。特に，1966年から1976年までの10年間も続いた「文化大革命」は，現代中国人の心を
強く傷ついた。中国人は一連の政治運動から「自分の身は自分で守る」という知恵を身につけ
ている。従って，中国人は良く見られる強い「自己主張」も保身の知恵の表れといえる。「自
分の身は自分で守る」ということが時には「人を安易に信用してはいけない」というように解
釈される。文化大革命を経験していない若年世代でも親の教育や社会風潮から自然に「自己主
張」の「文化」を引き継いでいる30）。ということで，顔も文化も似ているように見えるが，実
は日本人と中国人は考えの発想から，生活習慣までかなり異なっているといえる。
　また，個人と集団の問題について分析しよう。日本は相対的に単一民族であり，そこで尊重
されるのは人と人の間の「和」である。中国人の眼から見た日本人は，規律をよく守り，集団
意識が強い。「個」よりも集団を重視する社会である。そのために個人は過小評価され，集団
意識が優先される。「日本では何事につけ横並びが重じられる社会であるが，生産組織として
の有効な生産組織である31）。このような会社はどちらかと言えば中国人は慣れない。中国は他
民族の国家で政治社会の如何にかかわらず，中国人は欧米人に勝るとも劣らない。「個人主義者」
ともいえる。中国の社会は「個人体現」の社会でもある。企業経営も意外に欧米と似ていて，
マニュアルを取らないとうまく行かない。日本式に社員研修を行い，作業能力の向上を図るこ
とは行われている。場合によって日本に研修生を派遣して日本的経営を体験させる。研修の結
果として個人の能力は向上してくるが，それに見合い給料を要求してくる場合が多い。技術を
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身につけ，生産性が向上したから，賃金アップも妥当を持つが，日本的やり方ではない。また，
業務分担において自分の仕事を尊重してもらうと同時に，責任意識が強くて，職場で与えられ
た仕事に専念し，他人の仕事にあまり手を触れない。見方を変えれば，「協力精神」が足らな
いのである。それは集団意識を持って，社員の一体感を強く求める日本的経営と違う32）。
二．日中企業文化の比較
　企業文化は，その国の固有文化に強く影響されている。
　中国ビジネスについてあくまでも日本流で行うと考えている日本企業経営者は少なくない
が，現地人にうまく理解してもらえるかどうか心配される。日本企業の場合，戦後の成功とい
う自負から日本流企業文化を現地へ持ち込みたい気持ちは分かるが，専門家が指摘するように，
「文化を丸ごと国際移動させることができない，海外で許容できるような形に直して移動させ
ることができなければ，日本企業の海外展開は究極には成功できないだろう」33）。理想なやり
方は「日本的経営であるからといって，日本的な価値観や企業文化を持ち込みすぎない」34）と
いうことであろう。
　ただし，このような考えを実現できる前提条件として，「先入観を捨て，相互理解を」とい
うことが必要である。日本企業の企業文化は決して中国で適用できないとはいえない。例えば，
中国鉄鋼業最大手の宝山鋼鉄公司の経営理念のひとつは「以人為本」（人を基本にする）で，
これは日本企業の従業員を大事にするという企業文化を参考にしたものと考えられる35）。
　現地インタビューで日本留学経験者を含む中国人経営者や管理職から，「日本の企業文化は，
中国人社員にとって自由度が少なく，枠組みの中で管理されているという不満があり，働く環
境として快適ではない」という指摘があった。すなわち，日本人にしてみれば，ごく当たり前
と思われる考えも，中国人にとっては理解しがたいことも少なくない。このような問題点を解
決するのに，相互理解は不可欠であるが，相当時間が掛かると考えられる36）。
Ⅲ　中国人従業員の見た日系企業　
　ほとんどの日系企業は自らの信じる日本的経営を中国に持ち込み，何とか根付かせようとが
んばっている。しかし，その頑張り具合も，日本人と似たような顔をしているからといって，
日本におけると同じやり方で中国人に接すると間違いを起こす。
　日系企業に対する中国政府などの行政側の評価は，「契約実行率が高い」「業績の黒字率が高
い」「技術レベルが高く，技術移転がある」「経営管理が優れていて，ノウハウが習得できる」
などとして，全般的に評価は高いといわれる37）が，ここで中国人従業員及び中国大学生の日
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系企業への見解を検討する。
一．中国人従業員の日系企業への見解
　中国社会科学院と日本のアジア社会問題研究所が共同で，中国沿海部の在中日系企業で働く
6,500人近くの中国人従業員に対して実地調査を行った。欧米企業と比較して給与が強い不満
を持っていることが明らかになった。その中で「現在の給与に満足していない」の回答が９割
近くとなり，その５割以上が「転職を希望している」という結果が示された38）。この調査によ
ると，中国人従業員の日系企業に対する肯定的な評価として，「満足」している点は「企業の
安定性」「上司の態度」「労働時間」「福利厚生」である。他方，「不満」な点としては，「現在
の給与レベル」「給与の伸び率」「労働時間」ならびに「福利厚生」が指摘された39）。
二．中国大学生の日系企業への見解
　2004年，中国大学生の就職ランキングは以下のようなものである。これは，大学生28,716サ
ンプルへのアンケートによる国内最大規模の調査結果である。このランキングは，時代の流れ
や，会社の貢献度，ブランドイメージを表している。トップ10社には中国企業が１位ハイアー
ル，４位中国移動，６位聯想，７位華為，10位中国電信と５社入った。米国は２位IBM，３位
P&G，５位マイクロソフト，８位にGEが入った。サムスンは14位から13位へと躍進し，モト
ローラは７位から13位，ノキアも15位から17位と携帯電話の中国での大衆化，国内携帯電話メ
ーカーの大躍進の中で順位を落としている40）。
　日本企業は26位にソニー，46位に松下電器産業が入った。トヨタ自動車は50位から脱落した。
中国大学の50％強の人は，将来の昇進を目標に就職する。日本人以外は昇進できないという日
系企業の評判は，よく知られており，就職人気が低い。大学生の人気が低いと，卒業生，中途
採用を集めにくいだけでなく，その出身校，特に有名大学との共同研究，ジョイントベンチャ
ー事業，また中国政府，地方政府の評判にまで影響する41）。
　また，外資間の初任給格差2.5倍ということで，日系企業が低位にあったことを占められた。
外資企業は雇用人数と平均賃金水準はトップに位置づけられ，次に私営企業である。外資企業
は企業による格差が大きい。外資企業で新卒の平均初任給は2,110元であるが，上位10％は
5,000元，年収約70万円（今の為替レートで，約５万元で，月給4,000元ぐらい）で，多くは欧
米企業であり，学生の憧れの的となる。ちなみに日本企業は給与が安いと教員，学生間で不評
である。私営企業では新卒の平均初任給は1,530元であるが，上位10％は3,600元に達し，格差
は2.5倍である42）。
　ベスト50社に入っている企業の特徴としては，中国の大学に寄付をしたり，中国国内での宣
伝量が多い消費財メーカーであるなど，若い大学生の目から見ると「イメージ」として好感が
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もてるといったことも人気がある要因のひとつといえよう。
　一方，この人気投票の結果を見るまでもなく，日系企業に対するイメージが，決して高いと
は言えないことは，「優秀人材が定着しない，採れない」などの悩みを抱えている方にとっては，
年々深刻な経営課題となっていると言えるだろう。
　その原因としては，人事制度が成果主義ではなく悪平等，社内にはガラスの天井があり，中
国人従業員の昇格は頭打ち，社内に体系的な教育制度が無いといった人事制度に端を発するも
のが大半である。中国人従業員を労働コストではなく「人材」として位置づけ，いかにその潜
在能力を発揮させるかということに，トップマネジメント自らが発想の転換をはからないかぎ
り，日系企業に見られる人材マネジメント上の問題は永遠に解決できないであろう43）。
　中国人の若者にとって，日本の企業はどう映っているのだろうか。外資系企業の進出が多く
なった現時点，キャリア形成に敏感な優秀な中国人は，自分のやりたいことやキャリアアップ
を実現出来そうな企業を選んで，冷静に就職活動を行なうようになってきている。 
　現在では，中国人の若者が日系企業の評判に対して，相対的には良いものではない。その理
由を一言でいえば，「自分のキャリアがそこで高められる」と感じられないから。ヒアリング
を重ねると，結局，日系企業の現地派遣者が，日本の本社の「言いなり」になってしまってお
り，現地での意思決定権限が少なく，主体的な仕事がしにくい，という構造的な問題が浮かび
上がる。また，企業のコンセプトや将来像が見えにくい，または仕事の内容が見えにくいとい
う点もある。日系企業は，きちんとしたビジョンを描いていながらも，それを中国従業員にき
ちんと明示，訴求をしていないために，不鮮明なイメージを持たれる傾向がある。 
　とはいえ，一方で，日系企業を高く評価する若者も増えてきているという事実を見逃すべき
ではない。今でも，「日本が戦後歩んだ復興の歴史に学ぶところは大きい」と考える若者は多
いし，そして，そのカギを，技術力だけでなく，中長期的なビジョンをしっかり持ち，チーム
で団結してそれを追求するというマネジメントスタイルにも見ている。加えて，日系企業が欧
米系の企業に比べ，家族的な雰囲気を大切にし，長期的な能力開発を前提に採用を行う傾向が
あるという部分も，日系企業を志す理由となっている44）。 
三．日系企業に対する中国人従業員の満足度
　1992年，中国社会科学院とアジア社会問題研究所は，労務人事管理の内容を項目別に分け，
日系企業に勤めている中国人従業員を対象に意識調査を行った。これは「日系企業に対する中
国人従業員」満足度を調べるものであった(表３参照)。
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表３　日系企業に対する中国人従業員の満足度（％）
満足 普通 不満
職 業 の 安 定 39.9 38.1 14.2
昇 進 の 機 会 11.6 44.6 23.3
上 司 の 態 度 35.0 34.3 23.0
現 在 の 給 料 12.6 20.3 60.9
昇 　 　 給 16.1 22.8 53.4
作 業 時 間 32.0 18.1 51.4
福 利 厚 生 22.8 32.8 44.3
出所：趙暁霞「人の資源管理についての分析」東京白桃書房，2002年，94頁を参照。
　この調査では，日系企業に対する「不満」の比率を見ると，「現在の給料」が60.9%で最も多
く，その次は「昇給」の53.4%である。その他の不満要因では「作業時間」(51.4%)，「福利厚生」
(44.3%)等となっている。日系企業の従業員は年功序列賃金制を中心に行うことに不満をもっ
ていることがわかるが，それは，年功序列賃金制が以前の中国国有企業の賃金体系に似ている
ところが多いためであると考えられる。現在，中国国内では賃金改革を進めており，従業員個
人の能力を重視するようになってきているので，年功序列賃金制を否定する声が高まってきて
いるのである。さらに，他の外資系企業と比べ，日系企業では昇進のチャンスが少ないので，
日系企業に就職を希望しない従業員と中間管理職員が増えている45）。
Ⅳ　中国人従業員の行動様式
　日系企業で広く認識されている中国人従業員の行動パターンは「給料さえ良ければ転職する」
のようであるが。しかし，本当そうであろうかについて，結論から言えば，それは大きな誤り
だといえるであろう。以下は，例を踏まえながら，中国人従業員の行動パターンを考えてみる。
一．中国人従業員が感じる企業の魅力
　日系企業勤務で転職意欲のある1,000人以上の中国人から聞き取ったところ，以下のような
本音が浮かび上がってきた46）。
（1 ）キャリアの発展─転職先の会社での具体的な仕事内容に基づき，自分の能力がどれぐら
い発揮できるのかを判断する。それによって，自分の人材市場価値がいかに値上がりするの
かに最も関心があるようである。
　 　実例として，ある30代の優秀で経験豊富なSA（System Analyst）PM（プロジェクトマ
ネージャー）は，手取りで14,000元程のIT系企業から，11,000元の某著名商社に転職しました。
彼にとって大切なのは，キャリアの発展だったのである。彼は，より広い視点で，技術経験
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を生かしながらマネージメント能力を高め，自分の価値を一層上げられると確信しているの
である。
（2 ）会社の規模と会社の発展目標─規模を重視する傾向は，若い人や女性に圧倒的に多く見
られます。しかし，男女問わず一定の経験を積み，実戦力のある人は，むしろ会社の今後の
発展，将来性があるかどうかに強く関心を持つようである47）。
　 　営業一筋でやってきたある30前後の男性は，真剣に考えた結果，大手企業から規模の小さ
いメーカーに転職した。その理由を，もっと自分の能力，経験を生かせる舞台が欲しかった
と答えてくれた。規模は小さいけれど，扱う商品が良く，会社の掲げる発展の目標，市場戦
略等が明確なため，自分が一所懸命に働けば，会社が大きくなる上，今までに無い程の高い
達成感が期待できると語ってくれた48）。
（3 ）福利厚生の充実ぶり─様々な福利厚生項目の中，多くの中国人従業員にとって，現在一
番魅力に感じるものは，男女問わずに「住宅積立金」という，会社が社員に対して支給する
住宅購入の補助金制度である。この額が高い企業に人気が集まっている。その次に「商業保
険」，そして「有給休暇」，「社員旅行」などである。さらに，部長クラス以上になると「住
宅手当」，「子供の教育費」やたまに「ストックオプション」なども対象に上がる。
　 　「会社の性格」には，複雑な意味を内包しています。会社の雰囲気，人間関係，管理制度
の柔軟性，上司の人柄などがかなり重要なウェイトを占める。例えば実態に合わない厳しい
管理制度があれば，優秀な人材は流出してしまう。また，若年層は「物理的な環境」を重視
する人が多いのに対して，30代以降の経験がありしっかりとした自分のビジョンを持ってい
る人は，「会社全体の雰囲気や性格」に注目する傾向にあるのである。
　 　「個人主義」とよく言われる中国人であるが，実は仕事を通じ，自己実現，自己発展を望
んでいるといえる。これを踏まえて企業側も適切な対策を考えなければならないであろう。
彼らの本音を聞き出し，それに合わせた対応が大切である49）。
二．自分能力発揮できる場の追求
　中国人が描く日系企業のイメージは非常に消極的である。極めて年功重視であるため報酬の
水準が低く，トップマネジメントへの昇進は，「Glass Ceiling（見えない天井）」がさえぎるこ
とによって，その機会すら提供されないというものである。
　現在の時点では，優秀な中国人幹部従業員では，能力がいくらあっても，経験がいくら豊富
でも，トップの座を獲得することは不可能に近いので，上昇志向の強い中国人幹部従業員の一
部は日系企業を辞めて，欧米企業および中国現地企業に行く現象が目立つとされている。
　中国人の就業行動を単なるジョブ・ホッピングとして捉えていては，企業は人材マネジメン
トの舵取りを誤りかねない。他社より競争力のある処遇を提示することは大切である。しかし
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それ以上に大切な優先課題は，自社で働くことが社員の自己成長やキャリア形成に繋がるのだ
ということを，様々な仕掛けを通じて社員にアピールしていくことである50）。
三．欧米企業への憧れ　
　中国人は終身雇用に魅力を感じておらず，より良い条件を求めて職を変わる意識が強い。そ
して，理想とする企業は，徹底した実力主義の下で，その実力に見合った報酬があり，中国人
従業員であってもトップマネジメントへの昇格の機会が与えられ，すべての責任と権限が委譲
される企業である。こうした理想の企業像が，欧米企業の経営方針と合致するため，優秀な人
材が欧米系企業に流出するという問題が起こっているのである。
　また，日本語を重視する日系企業が人材確保を行う上でネックとなっている。つまり，日系
企業への転職のために日本語を学ぶよりも，広範な欧米企業への転職のために英語力を身につ
けることのほうが，圧倒的に効率が良いと考えるためである。
Ⅴ　現状分析
　価値観や人生観の違う異国の人材を活用するための取り組みが異文化マネジメントの真髄と
いえる。以下は在中日系企業における現状を踏まえながら，日系企業現地派遣者及び中国人従
業員のコミュニケーションの実態と従業員の転職理由を分析する。
一．在中日系企業における異文化コミュニケーションの現状
　日本企業の中国進出ラッシュが続いているが，そこで事業を展開して成功するためには，ま
ずは，中国をよく理解することが第一である。十数年前から中国で事業を展開している企業に
あっても，ましてこの数年前に進出した企業にあっては，中国理解に不足して壁にぶつかる例
が生じている。何千年の歴史をもつ中国の伝統的文化，そして過去数十年間の歴史的な激動と
その中でも，この10年間急激な経済発展の中で変化しつつある中国人の価値観，10億人を超え
る中国人の中に錯綜する複雑な価値観を前にして，多くの日系企業はこれへの対応に遅れて業
績拡大に暗雲が生じている51）。
　現在の中国では，現地における日系企業の異文化コミュニケーションの現状は以下である。
　現地日本派遣者は，中国人従業員，特に中国人幹部従業員との信頼関係樹立はきわめて重要
である。そのための普段のコミュニケーションが不可欠である。中国ではアフターファイブは，
とくに妻帯者はさっさと帰宅して家族と過ごす習慣が強いとされるが，在中日系企業が成功を
収めるためには，日系企業派遣者はできうる限り中国人管理職者たちと一緒に食事やリスリェ
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ーションなど通じて，対等な立場から人間として付き合う機械を持つ更なる努力が必要となろ
う 。
　以下は中国日系企業のコミュニケーションの現状を分析しよう。
表４　コミュニケーションの現状
（社）
％ 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
中国人従業員とのコミュニ
ケーションの十分度
1 0 2 3 9 8 3 8 1 1
仕事外での中国人従業員と
の付き合い程度
11 4 10 7 2 2 0 1 0 2
Yes No 無回答
通訳を介したコミュニケー
ションで十分度
9 29 2
出所：古田　秋太郎『中国における日系企業の経営現地化』税務経理協会，2004年，18頁。
　表４は，日系企業派遣者と中国人従業員とのコミュニケーションについての回答である。「中
国人従業員とのコミュニケーションの十分度」では，回答がかなり分散しているが，平均60％
となっている。「通訳を介したコミュニケーションで十分度」は，Yesはわずか９社である。
31社はNoとしている。「仕事外での中国人従業員との付き合い程度」は100％が２社と80％が
１社とか見られるが，40％以下が圧倒的に多く，平均33.4％となっている。
　なぜ，互いに隣国でながら，コミュニケーションがこんなに不足していたかについて，以下
の解釈がその一種であると考えられる。日本人はかつて，欧州や米国に出て成功した。それは
文字も違う，食べ物も違う，皮膚の色も目の色も違う。「違う」相手だから，コミュニケーシ
ョンを大事にする。口頭だけではなく，文字にする。文字化する際もニュアンスや先入観に頼
らずに読んで理解できるものにする。ところが，中国の場合はそれを怠りがちである。結果と
して，コミュニケーションが不完全で発生した誤解やミスを，現地スターフに責任転嫁する 。
コミュニケーション不足は日中相互不信感を発生させるもととなり，中国人従業員の勤労意欲
を失わせ業務停滞の原因となりうる。
　中国での経営における「意思疎通」の問題を解決ためには，現地派遣者が現地の異文化を理
解し，異文化適応が必要である。そうするために，中国赴任前の研修プログラムを通じて，異
文化研修をもっと充実させる余地がある 。実は，中国現地の日系企業派遣者は中国に赴任前，
十分な中国事情研修を受ける人が非常に少ない。むしろ，事前に現地視察をできた人がもっと
少ないであろう。それゆえ，赴任後よくぶつかる問題として，日本の感覚をそのまま中国での
事業に持ち込むことによって，矛盾が生じてくる。
　日本では企業の収益性を上げる限界が来ているので，それは安い賃金に加えて生産性を上げ
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れば世界で勝ち抜けるという考え方である。しかし，生産性を上げるには現地化を推進しなけ
ればならない。現地化の行き着く先は，本社を中国へ移転するということであるが，それはま
だ現実的ではないので，中国人幹部従業員へ権限を委譲することすら遅々として進んでいない
のが日系企業の現状である。
　さらに，現地の日系企業派遣者は，まず中国語を覚えなくてはならない。現地では中国人幹
部従業員及び作業員と現地語を話せない限り，互いにコミュニケーションがうまく取れるはず
はない。
二．中国人従業員の転職要因分析
　中国社会は，転職を評価する風土があり，企業も当然それを容認している。よって転職のマ
ーケットというものが存在し，転職すると給料が上がるということも現実にある。このような
社会背景の違いを考慮すると，人材の定着は難しいと考えられる。年功序列に根付いた日本式
のやり方で中国人を使うことはムリという考えがたいのであろう。
　人間だから帰属欲求はあるものの，中国人従業員は日系企業に忠誠を尽くす理由が見当らな
い。１年から３年の短期契約で，いつ解雇されるかわからないし，その意味で福利厚生も薄い。
外資系企業の中国人従業員は，転職率が15％前後といわれている55）。人材の流動化が盛んなの
は，職種別ではセールス，年齢別では若年層，地域別では就職機会の大きい大都市，資質的に
は専門技術を持ち，高級と中級管理職である。
　転職の原因は何であろうか。上海の労働者転職の原因を見てみると，以下のようになってい
る56）。
　①高い賃金を求めることであり；②仕事に就いての保障；③「個人発展，自己実現，出世」；
④社会保障，企業の福利厚生，などのあるようである。つまり，物質的な諸条件が転職を大き
く左右されると考えられる。しかし，最近発表された「中国職業発展調査」（国家労働と社会
保障部労働化学研究所，人力資本雑誌，北森測評網の３機関で行った調査）では，高学歴の若
年層の転職原因は，①企業の将来性がない，②賃金が低い，③職場環境が良くない，④仕事の
内容に対する不満，などとされる。①の原因である「企業の将来性がない」を言い換えれば，「自
分の将来性はない」となる。これを④とあわせて，物質的な条件より個人の将来性が重視され
る傾向が強く表れている。
　企業は人材を引き止めるために，まず物質的な諸条件を改善することからはじめなければな
らない。例えば，①昇進機会の提供と賃金のアップ，②仕事に責任を持たせる，③教育訓練の
機会の提供，④福利厚生の充実，⑤住宅の提供，⑥奨励金，海外研修，⑦労働契約期間の延長
などが挙げられる57）。
　賃金などの物質的手段以外に，コミュニケーションの推進，職場環境の改善，人事評価の公
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正・公平・透明などの面での努力も必要である。
　日系企業の中には，中国では転職率が高いため，人材育成に費やした資金とエネルギーが無
駄になるという意見もあるが，転職されるのを恐れて教育投資を控えては，人材が育たない上
に，優秀な人材がますます離れていってしまう。欧米系企業だけでなく，大手の中国企業も人
材育成に多大な資金を投入してきている。信賞必罰の厳しさで知られる海爾も，実は人材の育
成に熱心に取り組んでおり，それが就職希望者に魅力的に映っていると言われている。日系企
業が取り組むべきは，一方で処遇制度などの魅力を高めて人材の定着を図りながら，もう一方
で人材育成体系と研修メニューを整備し，「社員の成長を支援し，人を大切にする」という姿
勢を示すことである58）。
三．文化の融合こそ競争力のもと
　中国に進出する日本企業は，厳密な組織，周到な計画，詳細な検査，頻繁な反省（チェック）
などの特徴がある。これに対し中国人従業員が評価している。これも進んだ管理制度を持つ日
本企業に対する認可でもあり，中国政府が日本企業を積極的に招致する原因の一つといえる。
成功の企業を支える裏付けがあるように，ソニー，松下電器等日系企業は中国国内で高い評判
を受けている。このような企業が優れた管理経験を中国に持ちこんで，そして中国現地で根を
深く下そうとしているので，中国で歓迎をうけるのが当然のことである。しかし，すべての日
本企業が中国でうまく行っているのがいえない。中国で失敗した場合，中国側の原因，例えば，
制度的，人的あるいはそれ以外の予想されなかった様々な要因が挙げられるかもしれない。し
かし一方，企業内部発の原因も無視することはできない。中日両国の文化意識の差異を正確に
理解，活用できないことが大きな要因となることを考えられる。
Ⅵ　日系企業の緊急課題
　日系企業の現地派遣者の方々が，中国人従業員を「学んだら直ぐに転職される」とこぼす方々
が少なくないようである。しかし，それを「中国人だから」で片付けてはいないであろうか。「そ
の組織に属している意味，メリット，存在価値が無くなれば，別の組織へ移動する」，そうい
う考え方は，世界的に見て，いまや当然のものと考えるべきではないであろうか。中国人従業
員，特に有能で，優秀な幹部従業員を定着できるため，以下の面で緊急改善して行かないとい
けないと考えられる。
在中日系企業従業員の意識と行動様式
- 111 -
一．中国人従業員の活力を引き出す人材マネジメント
　企業が社員を惹きつけて，意欲的に働いてもらうためには，中国の社員に対して自社が魅力
ある活躍の舞台であることをアピールすることが重要である。魅力とは処遇や研修だけでなく，
職務経験や昇進を通じた自己実現の機会，さらには会社の将来性や企業理念など総合的なもの
であることを，前回述べた。そうは言うものの，やはり中国の就業者にとって処遇の重要性が
他の要素に比べて極めて強いことも事実である。
　中国と日本とでは，人々の就業観や評価・処遇に関する意識が大きく異なる。中国人従業員
の特性に適した，成果主義的な人材マネジメントを躊躇せずに行わなければ，日系企業からは
優秀で意欲のある人材が流出して，ぬるま湯の中で安穏と過ごす社員だけが残ってしまい，競
争力のある人材基盤を確立することはできない59）。
二．キャリアアップ機会の提供
　中国人の若者は，「給料の高さ」という打算的な側面でのみ就業を捉えることをやめ，「自分
の能力を生かす，高める」というやりがいの部分でのキャリア感覚を持つようになってきてい
る。そのような彼らをつなぎとめておくには，「キャリアを高めていくチャンス」を継続的に
与えていかなければならない。逆に，彼らに対し，常に成長の機会を提供しつづけられる企業
であれば，彼らは転職をする必要がないのである。それをしない，あるいはできないうちから，
「有無をいわさず，チーム意識を強要させる」というようなムードを先行させる傾向が一部の
日系企業にあるとすれば，今度はこちら側が改善をする番であろう。そして，成果に対しては
正当な評価をすることも必要である。もちろん，こうしたことを実現するためには，日本本社
の協力が不可欠だと思われる。現地法人の権限を拡大し，人事システムも，欧米企業ほどの高
賃金でなくても，評価プロセスの明解なものが必要で不可欠だと考える。　 
　中国人従業員も自分の力が発揮できる場を与えてくる企業を評価し，たとえ，給与が低くて
も，自分の過去の色々な経験をベースに自分のアイデァを実行させてくれる企業や経営管理
ノウハウが目名ベル企業，つまり「夢」を与えてくれる企業に人材が集まる傾向が強い 。
三．会社ビジョンと個人将来像の応援
　日系企業には評価されてきている面があることを忘れてはならない。つまり，目先の利益だ
けではなく，理念や中長期的なビジョンをしっかりと描いているという部分と，社員を長期的
に育てる視点があるという部分である。これらを生かすために，採用面でも改善が必要である。
大学の就職説明会などの場合，積極的に自社の確固たる理念やビジョンを宣伝する努力が不可
欠である。そして，従業員が入社時には，しっかりと本人のキャリアプラン，ライフプランを
ヒアリングし，入社後は，あたかも「家族」のように，その実現を，中長期的な立場で応援す
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るというスタンスを貫く。十把一絡げではなく，個人個人をしっかり見て，適性を判断し，彼・
彼女らの，将来への青写真を一緒に描いてあげることが重要である。そして，青写真のステー
ジとして，自社がどう関わっていくのかについて，それが明解に出来た場合，優秀な人材は，
多少給与が安くても，その職場に魅力を感じるのである。
四．企業内異文化コミュニケーションの増強
　日本企業のグローバル化は，企業活動の場に異文化コミュニケーション問題が突きつけると
ころになった。たとえば，海外に進出した日本企業は①本社の戦略・方針などを現地人に書面
で明示せず，現地派遣経営者の対人コミュニケーションに依存したこと，②日本型経営は言葉
以外のアナログ・コミュニケーション（暗黙の了解，以心伝心など）に依存しており，現地人
は上手に伝われないことなどのために，日本的経営が彼らには不透明となり，いまや経営問題
はコミュニケーション問題に変わったのである61）。
　これによって，企業内異文化コミュニケーションを増強することが，現地経営の成否にかか
わるキーポイントであると考えられる。これを実現できるため，現地派遣者に求める資質は以
下のように考えられる。
　現地派遣経営者にどのような資質が必要かについて，いくつかの調査がある。日本でよく適
応し，評価の高い人が必ずしも海外で上手くいくとは限られない。むしろ逆の独立心のある人
がよい場合も多いようである。地域によって求められる資質が微妙に異なっている。たとえば，
欧米先進国では自主運営，独立採算，競争優位確保能力などが必要であるが，東南アジアなど
ではその国の産業政策，外資政策の決定・運用者とコミュニケートできることが最も重要で，
求められるリーダの必要用件は異なり，相反する場合さえあるという。ともあれ，ここでコミ
ュニケーション能力が重要になってくることは間違いないであろう62）。
　グローバル企業のコミュニケーションについて，異文化コミュニケーション問題は異文化接
触で発生する問題である。その異文化コミュニケーション・ギャップ発生の原因は，結局は現
地日本人派遣者と現地従業員の間のコミュニケーション・ルールの違いである。語学力，カル
チャー・コンテクスト，非言語的コミュニケーション，仕事の進め方の違い（たとえば稟議，
根回り），ノミュケーション等など多くの要因がこれに関連する。国際経営にあっては，これ
らを踏まえた異文化コミュニケーション能力が必要なのである63）。
　ここで，企業内の異文化コミュニケーションを増強することにより，経営姿勢においては，
中国人従業員とのコミュニケーションを積極的に行うと共に，その一人一人が会社を創るとい
った社風を大切にすることがきわめて重要である。この面では，欧米の良い例が挙げられる。
欧米企業の多くは，すでに「対話制度」を取り入れ，社内の融合を推進している。IBMなどが
中国で実施している社内コミュニケーション制度である。中国語では「双向溝通」と呼ばれる。
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上司と部下が定期的に意見交換を行い，コーチング・カウンセラーの技法を使って「トップ面
接」（Executive Interview），従業員意見調査(Employee Opinion Survey)，従業員意見具申
(Speak -Up)，意思疎通 (Open Door)などのコミュニケーション通路を通じて，社内組織の
活性化とコミュニケーションの向上を図るものである64）。
五．現地に溶け込む努力と姿勢が重要
　日本企業はどの国でも，日本流をベースにし，なかなか現地化できない指摘されることが多
い。融通が利かないというより，努力して対応している日系企業もあるわけである65）。
　現地派遣経営者の現地言語力が重要ということがあるが，もっと重要なことが現地に溶け込
み努力と姿勢だと考えられる。現地に溶け込めるために，現地言語力が不可欠となる。
　日系企業としては，お金だけ出せばいいと言うのではなく，一番大切なことは，現地日本人
総経理およびほかのポジションにつけている日本人派遣者は現地語を話すこと，そして管理職
会議を現地語で主宰すること，あるいは総経理を中国人幹部従業員に委ねることである。しか
し，いまだに，これが日系企業ではまだ行われていないといえるだろう。欧米系企業は，総経
理を中国人に委ねる確率が高い。それゆえ，語学的な才能のある人をまず日本から送らなけれ
ばいけないということが大事なところである。日系企業はお金だけではなく，その国の文化に，
あるいはその民族に親しむ，理解する，同調することのできる人を派遣しなくてはならないこ
とを強調したい。日本人の生産システム等には優れたものがあるうえで，その優れている点を
押し付けるのではなく，中国人に納得させること，つまり説明，納得させる努力をしなくては
ならないのは非常に大切な点だと考えられる。
　米国にはすでにビジネスの現場で鍛え上げられ，トップマネジメントを経験した優秀な華僑
が多く存在し，彼らの大半は中国語で問題なく現地従業員とコミュニケーションできることで
ある。
　今後，日系企業が人材確保および現地経営の優位に立つには，最低でも日本語力を重視する
姿勢から脱却し，採用の門戸を広げることが肝要である。そのためには，まず日本人自らが多
言語化することが当然必要であると考える。
六．違う仕事観，文化観を理解する心
　日本人と中国人の仕事観，文化観の違いが存在するゆえに，現地派遣経営者は，中国人が自
分とは違う仕事観，文化観を持っていることを十分に理解し，雇用し，そして共に働く姿勢を
持つべきである。
　このような姿勢で取り込んで，国境の取れる企業内コミュニケーションがスムーズに進めて
いくであろう。日本人ではなく，中国人ではなく，ともに，組織目標，戦略課題を共有して，
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職責役割に応じた組織を運営し，中国人従業員のモチベーションと能力を高めることを期待で
きると考える。また，中国人従業員参加による制度の構築により，従業員の納得感の醸成と一
体感の形成に有利であることを考えられる。
終わりに
　21世紀は地球村で共同生存する時代であり，これまで違った国際化が展開していくであろう。
その流れを技術や資金の強さで主導する時代が，やがて終わろうとしている。次に来る時代は
世界的スタールで新たな思想や文化の融合が求められる。これは避けても通らない現実的な問
題で，この問題を直視しない限り，日本企業の長期的中国展開は困らせることとなり，日本企
業の中国市場ひいては世界市場での競争力を低下させることになりかねない。
　中国人の価値観，文化観にあう日系企業の対応及び相応する制度の確立が至急である。能力
主義，実績主義に向いている中国人のメンタリティを考えると，現地派遣日本人は慣れ親しん
だ年功序列から離れ，メリハリのある能力主義，実績主義に基づく給与，奨励体系をいかに早
く確立するかは，中国における日系企業の成否にかかわることだと考えられる。
注：
　１）ジェトロ，『中国市場に挑む日系企業』2004年，185頁。
　　　 第１次ブームは円高が進展した1985～87年ごろである。当時はASEANへの投資が活発化する中，安価な
労働力を求めて，繊維・雑貨・食品加工といった軽工業が，日本と歴史的な縁が深く，距離的にも近い
大連などを中心に進出した。しかし，89年の天安門事件の発生に伴い，対中投資が一気に冷え込んだ。
　　　 第２時ブームは91～95年頃である。鄧小平の南巡講話に代表される外資導入の本格化や市場経済化の加
速を受けて，華南地域を中心に対中投資ブームが起きた。インフラ開発が進んだこともあり，電気・電
子産業や機械産業でも生産拠点を中国にシフトする動きが進んだ。しかし，アジア通貨·経済危機が97年
に発生。ASEAN諸国が大きな打撃を受ける中，対中投資も減速した。
　２）同上書，185頁。
　３）片岡信之，三島倫八『アジア日系企業における異文化コミュニケーション』文眞堂，1997年，19頁。
　４）同上書，i頁。
　５）古田秋太郎『中国における日系企業の経営現地化』税務経理協会，2004年，23頁。
　６） 徐向東「人材戦略構築を迫られる在中国日系企業」『グロバル経営』日本在外企業協会，2003年２月，14
頁。
　７）同上書，14頁。
　８）同上書，15頁。
　９）同上書，15頁。
在中日系企業従業員の意識と行動様式
- 115 -
　10）同上。
　11）関満博，範建亭，『現地化する中国進出日本企業』新評論，2004年，320-321頁。
　12）徐向東，前掲書，15頁。
　13）同上。
　14）同上。
　15）関満博・範建亭，前掲書，243-245頁を参照。
　16）馬成三，『中国進出企業の労働問題』，ジェトロ，2000年，132頁。
　17）同上書，133頁。
　18）同上。
　19）同上。
　20）古田秋太郎，前掲書，34頁。
　21）同上。
　22）同上。　
　23）古田秋太郎氏によると，「実事求是」とは，時日にもとついて事の正否を判断する」となる。
　24）古田秋太郎，前掲書，34頁。
　25） 李渝華「中国ホワイトカラー従業員の教育的背景と職業観の形成」『立命館経営学』，立命館大学経営学会，
2005年９月，44巻，３号，119頁。
　26）同上。
　27）同上。
　28） 古田秋太郎，胡桂蘭「在中日系企業中国人社員の職業観と日本企業文化に対する評価――アンケート調査」
『中京経営研究』11号，2002年２月，２頁。
　29） 方蘇春，三宅徹，菊本辰道「中国進出の日系企業における日中文化等の問題に関する研究」，『聖泉論叢』
2004年12月，42頁。
　30）同上書，42－43頁。
　31） 張国良「日中合弁企業の労務管理について」『環日本海研究年報』新潟大学，1995年3月，68-69頁。
　32）同上書，69頁。
　33）伊丹敬之，加護野忠男『経済学入門　第3版』日本経済新聞社，2003年。
　34）（株）パワートレーディング『中国進出企業経営戦略ガイドブック』アスカ，2004年。
　35）方蘇春，三宅徹，菊本辰道，前掲書，45頁。
　36）同上。
　37） 西原博之「在中日系企業における人的資源管理とその課題」『組織行動研究』慶応義塾大学，1998年３月，
97頁。
　38）西原博之，前掲書，98頁。
　39）同上。
　40）清家彰敏　馬淑萍『中国企業と経営』角川学芸出版，2005年５月，56頁。
　41）同上書，56-57頁。
　42）同上書，272頁。
　43）林久美子，「人材育成の課題と定義」UFJ銀行　UFJ　CHINA　NEWS，http://www.ufj.com.cn/jp/。
　44）日本LCA http://www.lca-j.co.jp/
環太平洋圏経営研究　第７号
- 116 -
　45）趙暁霞「人の資源管理についての分析」東京白桃書房，2002年，94頁を参照。
　46） 張梅「給与以外に中国人が感じる会社の魅力とは」フォーカーチャイナー，レポート，http://www.
shwalker.com/china/，2005年８月。
　47）同上論文。
　48）同上論文。
　49）同上論文。
　50） 田浦里香，「単なるジョブ・ホッピングではない中国就業者の志向」野村総合研究所，http://news.
searchina.ne.jp/，2005年４月。
　51）古田秋太郎，前掲書，21頁。
　52）同上書，17頁。
　53）日経アドバンテージ，「「日本人」という自意識が中国での成功の足かせに」，2004年３月号。
　54） 李渝華，「中国に進出する日本多国籍企業の海外赴任前研修に関する考察」『立命館経営学』，立命館大学
経営学会，2005年３月，43巻，６号，95－96頁。
　55） 薜文肇「中国の雇用・労働事情と日系化学企業の留意点」『化学経済』化学工業日報社，2004年11月，61
頁。
　56）薜文肇，同上誌，62頁。
　57）同上。
　58）田浦里香，「中国人社員の活力を引き出す人材マネジメント」前掲誌。
　59）同上。
　60）藤多庸雄「中国進出日系企業の経営課題」『経済月報』長野経済研究所，2003年６月。
　61）片岡信之，三島倫八，前掲書，19頁。
　62）同上。
　63）同上書，20頁。
　64）薜文肇，前掲誌，62頁。
　65） 斉藤智文，「中国における日系企業の経営課題を探る」『マネジメントレビュー』，日本能率協会，2003年
６月，36頁。
（2005年12月３日受理）
